
＜様式1－1＞
令和    年    月    日　　
（宛先）名古屋市長  
    申請者（団体名）
        　（所在地）
     　　　              （代表者肩書・）　　　　　　　　　          
　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日）　　　　年　　月　　日　
                             連絡先 （住所）〒
      　　（氏名）
      　　（TEL）
      　　（FAX）
　        （E-mail）
ＮＡＧＯＹＡビジョンレガシー創出活動助成申請書
  下記のとおり、ＮＡＧＯＹＡビジョンレガシー創出活動を実施いたしますので、関係書類を添えて助成金の交付を申請します。
記
1 助成金申請額
　　円
2 事業の名称
3 助成団体
(1)団体の名称、代表者、所在地、活動目的
(2)会計責任者および適正な会計経理
(3)本市内で在勤、在住、在学している者が構成員として含まれていること
を証する書類として、下記のものを添付します。（該当する□にレ点を記入。）
□　規約・定款・会則等
□　直近会計年度における団体の収支決算書等
□　構成員が本市内に在勤、在住、在学していることを示す名簿等
□　その他　（




）
4　助成の対象事業であることの確認（□にレ点を記入。）
(1)「2026アジア・アジアパラ競技大会NAGOYAビジョン　―アジアとともに輝く未来へ―」を確認しました。（確認済み□）
(2)NAGOYAビジョンのレガシー創出に資する理由は以下の通りです。
(3)助成終了後も可能な限り事業を継続する意思があります。（確認済み□）

5　助成の対象団体であることの確認（□にレ点を記入。）
  当団体は、名古屋市暴力団排除条例（平成24年名古屋市条例第19号）第2条第1号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）に該当しない団体又は暴力団若しくは同条例第2条第2号に規定する暴力団員と密接な関係を有しない団体です。（確認済み□）
6　添付資料
・　事業計画書（様式1-2）
・  収支予算書（様式1-3）
・　関係書類（主催団体の組織図、役員名簿、開催要項、プログラムなど）
(注)　
1  助成の対象団体であることを確認するため、申請書に記載されている情報を愛知県警察本部に照会することがあります。
2　（課税事業者の方へ）本助成制度は、営利を目的としない公益性の高い事業を対象としています。このため、助成金を活用した経費は、課税売上に対応しない支出とされ、仕入税額控除の対象外となります。申請にあたっては、税務上の取扱いについて事前に専門家へご確認ください。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格A4としてください。

